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管理会計 におけ る目的適合性概念 の生成 と展 開
一ホー ングレン著Co3Moco襯伽g初 版 ～4版 によって 一
(主査)
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論 文 内 容 要 旨
ホ ー ング レン著 σ03Mcooπη伽g'オ1瞼ηogθr'θ1E御ρ加5'3は、 初版(1962年)か ら9版(1996年)
に至 るまで一貫 して 「異 なる 目的 に は異 なる原価」 とい うテー マを追 求 して いる。 この テ ー マの も
とで 、 ホー ング レンが構 築 した 目的適 合性(relevance)の概念 は、 その版 を重 ね る度 に当時 の最
新 の優 れた研究 成 果 を取 り込 む ことによ って、管理 会 計 のキ ー コ ンセ プ トに まで成長 して い る。 本
研 究 はホ ー ング レ ン著Co5Mcoo〃η伽gの 初 版 か ら4版 まで の 目的適 合性 の生 成 と展 開 を追 跡 す る
ことを通 じて、 ホー ング レンが管理 会計 の フ レー ム ワー クを確立 す るに至 る過 程 を考察 した もの で
あ る。
「第1章 「異 なる目的に は異 なる原価」 と目的適合性 概念 の生成 一ホー ング レン著 σ05'痴co〃η珈g
初 版 を中心 と して 一」 で は、Co3Moco〃〃伽g初 版(1962年)を取 り上 げ、 「異 な る 目的 には異 な る
原価」 の テ ーマ と と もに 目的適 合性 の概念 が いか に生 成 ・適 用 され て い るか を考察 して い る。
初版 で提 示 され た テー マ 「異 な る目的 には異 な る原 価」 は1950年出版 の ヴ ァッター著 伽 ηogθ癩1
痴co〃η伽gの 影 響 によ る もので あ る。 この テー マの含 意 は財務 会計 の 目的 がで きるだ け正確 な原 価
を計算 しよ うとす る絶対 的真実 性 の発見 にあ るの に対 して、 管理 会計 の 目的が 原価 は特 定 の 目的 に
関 しての み意味 を もち、 あ らゆ る状 況 に適 用 で きるただ一つ の 「正 しい」 原価 は存 在 しない相対 的
真 実性 を主 張 す る ことにあ る。
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また、 初版 発 行 と同 年 の1962年に発表 され た展 望論 文(1962年)℃hoosingAccounting
PracticesforReportingtoManagementl'では、管理会計実務の選択指針 として 目的適合性 の
概念を構築 し、管理会計人の基本的職務 が受取人の目的に適合 したデータの収集 と解釈 であること
を強調 している。管理会計の目的適合性を財務会計 の正確性 と対比 して、製品原価計算(製 造間接
費配賦)の 正確性重視 のために、計画 と統制 に誤 った結果が生 じることを指摘 しているのである。
初版 は、 この目的適合性 を原価概念へ適用 して、①棚卸資産評価および利益算定 目的には、製造
原価 および非製造原価、製品原価(棚 卸資産原価)、単位原価 および総原価、②経常的業務の計画
および統制 目的 には、標準原価 および予算、変動費および固定費、管理可能費および管理不能費、
③特殊意思決定および長期計画 目的には、関連原価(未 来原価および差額原価)と 、 それぞれ異な
る目的には異 なる原価を対応させている。
「第2章 動機づ けアプローチと目的適合性 の発展 一ホーング レン著Co5Mcoo〃η伽g2版 と3
版を中心 として一」 では、「異 なる目的には異な る原価」 のテーマと目的適合性 の概念が2版 か ら
3版 で い か に展 開 され て い るか を展 望 論 文(1967年)"MotivationandCoordinationin
ManagementControlSystems`'に基づ いて跡づけている。
2版は1965年出版 のアンソニー著P1αηη'ηgα耀Coη'701亀8'θ〃28図、F7α膨wo7りbγ浸ηα加'3で提
唱されたマネジメ ント・コン トロール概念を導入 することにより、 トップ ・マネジメン トの目標 と
管理者 の目標 との調和(目 標整合性)を 導 く動機づ けが重視 されるようになる。初版で は、予算お
よび標準原価が動機づ け装置 とみなされ、動機づけが予算 および標準の水準 とその水準 に対する管
理者の反応 に向け られていたのに対 して、2版 はマネジメン ト・コン トロール ・システムを動機づ
け装置と して特徴づけているので、 目的適合性は会計技法 とコ ミュニケーションなどの システムの
運用に適用 されることになる。
また、 目的適合性 は、初版で は原価概念 に適用 されたが、2版 では管理会計 システムの設計 に適
用 され、管理者 を最適な資源の取得 と使用に導 く目的 に適合 したデータの提供が強調 されている。
とくに管理者の動機づけを強化するために、2版 は責任会計 システムの設計を重視 して、貢献 アプ
ローチに基づ く原価態様パ ターンの識別を主張 し、 目的に適合 したデータとして管理可能費および
管理不能費、変動費および固定費 に加えて、分離可能費 と結合費を例示 して いる。
さらに、3版(1972年)では、管理会計 システムの設計の起点 をマネジメ ント・コントロール ・
システムに据え、 目標整合性の動機づ けの進展を図 っている。管理会計の代替的な技法 とシステム
の選択 に際 しては、「どの代替案 が トップ ・マネ ジメ ン トの目標 と調和す る行動を最 も動機づ ける
か」 とい う質問を繰 り返す必要性 と、個々の管理者が組織 目標を内在化するとともに、予算編成 プ
ロセスへ参加す る重要性が指摘 されてい るのである。
「第3章 利用者 意思決 定 モデル ・アプ ローチ と目的適合 性 の展 開 一ホ ー ング レン著Co∬
オoco〃漉 ηg3版を中心 として一」では、3版 で導入 され た意思決定モデルに焦点 を合わせて、 目的
適合性概念 の関連原価への展開を考察 している。 この考察にあたっては、3版 出版前年発表の展望
論文(1971年)"TheAccountingDisciplinein1999"を用 いている。
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3版 にみ られ た 目的適 合性 の展 開 は、1969年発 表 のAAA意 思 決定 モデ ル委 員会 報告 書"Report
ofCommitteeonManagerialDecisionModels'1および1969年発 表 のAICPA内 部報 告書 ℃ost
ConceptsandImplementationCriteria"に大 きな影響 を受 けて い る。
3版 の利 用者 意思 決定 モデル ・アプ ローチ は、 在庫 モデル ・線形 計 画 モデ ル ・資 本予 算 モ デル な
どの フ ォーマル な意 思決 定 モ デルを特定 化 し、関 連原価 を意思 決定 モデ ルのパ ラメ ー タと して一 意
的 に決 め よ うとす る もので あ る。 初 版 お よび2版 で は、 「異 な る 目的 に は異 な る原 価」 の テ ーマ の
もとに、特 殊意思決 定問題 に対 す る関連 原価計算 ア プ ローチ は、管理 者 の意思決定 プ ロセ スを ブラ ッ
クボ ック ス と して み な して きた。 これ に対 して、3版 の利 用者意 思 決定 モデル ・アプ ロ ーチ は、 管
理 者 の意 思 決定 プ ロセスを可 視化 す る ことに よ って、 「異 な る意思 決 定 モ デル に は異 な るデ ー タ」
へ と目的適 合性 の展 開 を 目指 した もの といえ る。
「第4章 費 用 一効 果 ア プ ローチ と 目的適 合性 の展 開 一 ホ ー ング レ ン著Co3Moco〃η伽g4版 を
中心 と して 一」 で は、4版(1977年)で 管理 会計 の テー マに新 た に費用 一効 果 アプ ローチが加 え ら
れ利用 者意 思決 定 モ デル ・アプ ロー チが行動科 学 的 なイ ンプ リケー シ ョンの配慮 へ と至 った過 程 に
っ いて考察 して い る。
1976年出版 の デ ムス キー、 フェル サ ム著(〕03'Dθ'θr〃吻o'∫oηは利 用 者意 思 決定 モデ ル ・アプ ロー
チ を 批 判 して 、 情 報 評 価 ア プ ロ ー チ を 提 唱 して い る。 ホ ー ン グ レ ン は、 展 望 論 文(1975年)
"M
anagementAccounting:WhereAreWe?1'でデ ム ス キ ー、 フ ェル サ ムの情 報 評 価 アプ ロー
チを費 用 一効果 アプ ローチ と呼 び、4版 で この費用 一効 果 ア プ ローチ を管 理会 計 の もう一 っ の テー
マ と して加 え、 管理会 計 の フ レーム ワー クを確立 した。
4版 に紹介 され て いる利用 者意思決 定 モ デル ・アプ ローチ批 判 は、① 情報 コス トはゼ ロで はな く、
会 計 デ ー タ も管 理会 計 シス テ ム も経済 財 で あ る こと、 ② あ る原 価 が選択 され る理 由 は、 「正 確 で あ
る」 か 「真 実 であ る」 か 「必 要 で あ る」 かで はな く、 その原価 によ って意思 決 定 が影 響 され るか ど
うか を問 うべ き こと、 ③管理 会計 シス テムの選択 は、 管理 者 の みが意 思決定 す るので は な く、少 な
くと も会 計人 も意 思決 定す る多数 人状 況 で生 ず るこ との3点 で あ る。① と② の批判点 につ いて は、
費 用 一効果 アプ ローチを提 唱 し、 原価 によ って意 思決 定 が影響 を受 け る場合 、 その原価 の入手 費用
を控除 した後 に最 大 の効果 が あ る原価 を選 択す べ き ことを主張 す る。③ の批 判 点 は、 費 用 一効果 ア
プ ローチ に対 す る挑戦 と して、 多数人 意思 決定状 況 で管理 会計 シス テ ムの設 計 にオペ レー シ ョナ ル
な指 針 を与 え る フ レー ム ワークの必要 性 を強調 して い る。
4版で ホー ング レンが提 示 した管理 会計 の フ レーム ワー クは、 システム設 計 に対 して オペ レー シ ョ
ナルな指針 で はな く、概念 的 な指針 を与 え るにす ぎな いけれ ど も、 費用 一効 果分析 を基本 的 アプ ロー
チ と して採用 し、 予算 や標準 な どの フォーマ ルな会計 業績 尺度 によ って、 そ の システ ム費用 を相殺
す る以上 に、 目標 整合 性 とイ ンセ ンテ ィブの効果 を増 大 させ る ことにあ る。 ホー ング レ ンは2版 で
目標 整合 性 の概念 を導 入す る ことによ って、 必要 デー タ ・アプ ロー チか ら動 機 づ けア プ ローチ へ と
目的適 合性 の展 開 を図 ったが、 この管理 会 計 の フ レー ム ワー クの もとで、 イ ンセ ンテ ィブ概念 を新
た に導 入す る ことによ って、 費用 一効 果 アプ ロー チの多数 人 の行動 科学 的状 況 へ概念 的 な適用 を可
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能にし、 目的適合性の業績評価管理会計 への展開を試みたものと言え る。
これ ら各章 の考察か ら、初版～3版 における目的適合性 は 「一人で意思決定をす る個々の管理者
にとってなにが 目的に適合 しているか」 であった。 さ らに、4版 で は、費用 一効果分析を管理会計
システムの設計指針の基本的 アプローチ として採用 し、 その システムの費用を相殺する以上に目標
整合性 とイ ンセ ンティブ効果を増大 させ る動機づ けと して、 「会計情報 の基本的 目的は何 か。なぜ
会計が必要 とされたか」の問いが先行 し、「いかなるタイプのデー タが収集 されるべきか」 とい う
目的適合性が問われ るようになるのである。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
組織内で活動す る情報利用者 に会計情報を提供 するという管理会計の役割を果たすために、情報
利用者の 目的 に適合 した会計情報 の提供、すなわち目的適合性(relevance)の確保が管理会計研
究の重要 な目標 と考 え られて きた。管理会計 の文献で 目的適合性 の概念が明示的 に議論 され るよう
になったのは1950年代 に遡 るが、本論文 ではその当初か ら目的適合性を中核概念 として管理会計の
フ レームワークを展開 してきたC.T.ホ ー ング レンの著作を詳細 に辿 ることによ って、管理会計
研究 の発展 と目的適合性の概念 の展開 との対応関係 を考察 した ものである。
まず、第1章 では初期の目的適合性概念 に関する議論 を取 り上 げている。 この段階の 目的適合性
概念 は、単独 の意思決定者が経済的合理性 に従 って意思決定を行 うとい う極めて単純な状況を前提
に して、組織内での意思決定問題の タイプ別分類に従 って、適応す る原価情報 の種類を定義す るだ
けの ものであった。 しか し、1960年代 に入 り盛んになった組織論的行動科学の影響 の下に、組織 目
標 とは別の個人的目標 を持 ちなが ら、組織 目標 と個人的目標 との均衡点を求あ る意思決定行動を と
る ミドル ・マネジメン ト層への情報提供が焦点 となる。このよ うな観点 はマネ ジメン ト・コン トロー
ルの下での目的適合性 を論ず ることにな り、情報 の性質 のみな らず、情報 を収集 ・加工 ・提供す る
一連 の情報 システムの構造を も含めた管理会計体 系論への拡張の道を開 いた。 これ らの概念 の展開
のプロセスは、第2章 および第3章 に詳述 されている。
さ らに、第4章 では、情報経済学 を応用 して管理会計情報 の費用 と便益 を可視化 しようとす る考
え方 に基づいて、 ホー ングレンが提案 した費用 一効果アプローチの影響を論 じて いる。 目的適合性
概念への費用 一効果アプローチの適用は、 それまで意思決定者の判断プロセス と情報 との対応関係
を基準に目的適合性 を論 じていた利用者意思決定 モデル ・アプローチを補完 しっっ、管理会計情報
の領域を再定義す るものであ ると、佐々木氏 は結論付 けてい る。
単一 の意思決定主体 に対する情報の コス トとベネフィッ トを評価する情報経済学の方法論 は、管
理会計研究 に対 しては一時的な興味を喚起 したものの、情報選択問題 のためのオペ レー ショナルな
解決法 とはな り得 なか った。 しか し、1980年以降組織 内での意思決定問題 が、 多人数意思決定
(multi-persondecisionmaking)として認識 される傾 向が強 くな ると、管理会計情報の選択 問題
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は利用者意思決定モデルでは解決できず、 コス ト・ベネフィッ ト・アプ ローチに頼 らざるを得な く
なる。 このように管理会計が多人数問題へ移行するための準備的概念整理 として、 ホー ングレンが
提案 した費用一効果 アプローチを評価す る考え方 も示 しているが、残念 なが ら、佐々木氏は多人数
問題へ踏み込んで議論す ることを避 けている。
以上のよ うに、単一 の意思決定者 に対する情報の有用性 とい う枠 に限定 しなが らも、1960年代か
ら1970年代の期間の管理会計の発展に伴 って目的適合性の概念が展開されてきたプロセスを佐 々木
氏 は克明に跡付 けている。多人数意思決定 を前提 とした管理会計情報 の有用性評価など現時点での
課題を解明するまでにはまだ距離 を残す ものの、管理会計学説史 の研究 としては優れた成果を残 し
てお り、 自立 した研究者 としての能力 を本論文か ら見て取 ることができる。
以上 により、本論文は博士論文(経 済学)と して合格 と判定す る。
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